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冷凍食品需要の高まりを背景に需要拡大が見込まれる冷凍冷蔵倉庫への建替えプロジェクト

圏央道IC至近の産業集積地に所在し、再開発によるアップサイドポテンシャルを有する物件

注記については、3頁をご参照ください。

拠点新設ニーズを捉えたCRE提案

既存テナント

東京ロジファクトリー本投資法人

冷凍冷蔵倉庫の
新設を提案

１ 冷凍冷蔵倉庫への建替えによる物件競争力向上

２ 未利用容積率の消化によりアップサイドポテンシャルを実現し、
NOIと鑑定評価額（含み益）を向上

３ 優良テナントとの長期の定期建物賃貸借予約契約の締結
（契約期間15年）

現状の建物（再開発前） 再開発後

取得（予定）価格 2,290 百万円 4,432 百万円

鑑定評価額 3,200 百万円 7,030 百万円
（+3,830 百万円）

含み益（含み益率） 813 百万円
（+34.1%）

2,597 百万円
（+58.6％）

延床面積 16,470.24㎡ 23,369.28㎡
（+41.9%）

年間NOI 160 百万円 308 百万円
（+148 百万円）

NOI利回り/
償却後NOI利回り

（継続的利益超過分配考慮後）
7.0% /6.0％ 7.0% / 5.1％

(5.7%)

賃貸借契約期間 5.0年（残存1年） 15.0年
（定期建物賃貸借契約） （定期建物賃貸借予約契約）

再開発前 再開発後

再開発後の主要指標本プロジェクトの概要

再開発により期待される効果

再開発に伴う費用(概算) (注1)

(注2)

(注3)

(注6)

(注7)

圏央道IC至近の主要幹線道路に面した築約40年の物流施設を
未利用容積の活用により 冷凍冷蔵倉庫へ建替え

(注5)

(注4)

解体撤去費用

2.7億円

建築費用

27.6億円

*再開発に伴い増加する減価償却費を記載しています。詳細は、2021年7月7日付で公表したプレスリリース「5.本事業による運用状況への影響」をご参照ください。

建物除却相当額*

6.2億円
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分配金の平準化及び投資主価値最大化のための利益超過分配の実施

土地

建物

産業ファンド投資法人

IIF所有者

建物 建物

IIF所有者

既存運用フェーズ 開発フェーズ 新規運用フェーズ

東京ロジファクトリ―賃借人 東京ロジファクトリ―賃借人IIFがオンブックで建物開発を実施

2021年7月期
（第28期）

2022年1月期
（第29期）

2022年7月期
（第30期）

2023年1月期
（第31期）

2023年7月期
（第32期）

2024年1月期
（第33期）

2024年7月期
（第34期）

2025年1月期
（第35期）

新規運用フェーズ開発フェーズ（2022/2～2023/9）（予定）既存運用フェーズ

本プロジェクトのスキームとスケジュール概要

利益超過分配の実施による分配水準の平準化と更なる収益性向上の追求

想定スケジュール

着工(予定)

既存運用フェーズ（建替前）

竣工(予定)

新規運用フェーズ（建替後）

解体(予定)

開発フェーズ（工事期間中）

更なる収益性向上のための利益超過分配

2021年7月期
（第28期）

2022年1月期
（第29期）

2022年7月期
（第30期）

2023年1月期
（第31期）

2023年7月期
（第32期）

2024年1月期
（第33期）

2024年7月期
（第34期）

2025年1月期
（第35期）

利益超過分配により再開発前の利益水準を維持

ス
ケ
ジ
ュ
Ι

ル

・本物件の減価償却費の30％（上限）
・解体撤去費用等の一時的費用
・ダウンタイムに伴う減収

対
象

・会計上の耐用年数変更に伴う追加償却費
（税会不一致への対応）

対
象

本
物
件
に
お
け
る

利
益
超
過
分
配
イ
メ
Ι

ジ

②一時的利益超過分配賃貸事業利益

再開発決定後

新規定期建物賃貸借予約契約締結

再開発決定前 工事期間中 再開発後

対
象

減価償却費の増加

③継続的利益超過分配（予定）

①利益超過分配
（一時差異等調整引当額）

分配金水準を平準化

新規定期建物賃貸借契約開始（予定）

再開発実施後の
収益性は大幅に向上

（見込み）
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ディスクレーマー

資産運用会社 ： 三菱商事・ユービーエス・リアルティ株式会社
（金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第403号、一般社団法人投資信託協会会員）

 本資料には、将来的な業績、計画、経営目標・戦略などが記載されている場合があります。これらの将来に関する記述は、将来の出来事や事業環境の傾向に関する現時点での仮
定・前提によるものですが、これらの仮定・前提は正しいとは限りません。実際の結果は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

 特に断りのない場合、本資料は日本における会計方針に基づいて作成されています。

 本資料は、2021年7月7日付で公表したプレスリリースに関する資料であって、本投資法人の投資証券の取得その他金融商品取引契約の締結の勧誘を目的として作成されたもので
はありません。投資を行う際は、投資家ご自身の判断と責任で投資なさるようお願いいたします。

 本投資法人は、価格変動を伴う不動産及びその関連資産に投資を行う公募不動産投資法人（J-REIT）であり、経済情勢、金利情勢、投資口に対する需給状況、不動産市況、運用す
る不動産の価格や賃料収入の変動、災害及び本投資法人の財務状態の悪化等により、投資口の市場価格が下落又は分配金の額が減少し、投資主が損失を被る場合があります。詳し
くは本投資法人の有価証券報告書に記載の「投資リスク」をご覧下さい。

注記
表紙 (注) 本画像は、IIF厚木ロジスティクスセンターⅢ 再開発プロジェクト（以下「本事業」といいます。）における竣工予定の建物を想定して作成した完成予想図であり、実際に完成した際の建物と異なる場合があります。以下同じです。
P.1 (注1) 「解体撤去費用」、「建物除却相当額」、「建築費用」については現時点における計画に基づく想定数値を記載しています。

(注2) 再開発後の「取得（予定）価格」については、本再開発物件に関する建物の取得予定価格（請負工事代金、設計料、CMフィーの合計値）と既に取得済みの土地価格（2012年取得時の本物件に係る信託受益権売買契約書に記載された土地の取
得価格）を合計した参考値を記載しています。なお、本書の日付現在において本再開発物件に関する工事請負契約は締結されていないため、請負工事代金、設計料、CMフィーについては現時点での見込値であり、本再開発物件に関する工事
請負契約締結後に改めてお知らせいたします。したがって、実際の本再開発物件の取得価格は、本事業の計画内容の変更等により今後変動する可能性があります。

(注3) 再開発前の「鑑定評価額」は、2021年1月31日を価格時点とする調査報告書に基づく調査価額、再開発後の「鑑定評価額」は、2021年6月1日を価格時点とする本再開発物件の開発計画にかかる調査報告書に基づく調査価額を記載しています。
調査報告書の詳細については、2021年7月7日付で公表したプレスリリースに記載の「4.調査報告書の概要（本事業後）」をご参照ください。

(注4) 再開発前の「含み益」は、 2021年1月31日を価格時点とする調査報告書に基づく調査価額と2021年1月31日時点の帳簿価額の差額を、再開発後の「含み益」は、 2021年6月1日を価格時点とする本再開発物件の開発計画にかかる調査報告書に
基づく調査価額と取得（予定）価格の差額を記載しています。

(注5) 再開発後における「延床面積」は、本事業における現時点での計画に基づく参考値を記載しています。実際の再開発物件の「延床面積」は、本事業の計画内容の変更等により今後変動する可能性があります。
(注6) 再開発前の「年間NOI」は、本物件における2020年7月期（第26期）及び2021年1月期（第27期）のNOIの実績値の合計を記載しています。再開発後の「年間NOI」は、2021年6月1日を価格時点とする本再開発物件の開発計画にかかる調査報

告書に記載されたDCF法における初年度の運営純収益を記載しています。再開発後の「年間NOI」は、本事業に係る計画を基に算出した再開発物件竣工後の試算値であり、その実現を保証するものではなく、実際の再開発後の年間NOIは、本
事業の計画内容の変更等により変動する可能性があります。

(注7) NOI利回り＝年間NOI÷取得（予定）価格
償却後NOI利回り＝償却後年間NOI* ÷取得（予定）価格
継続的利益超過分配**考慮後NOI利回り＝（償却後年間NOI＋本物件の減価償却費（年額）×30%）÷取得（予定）価格
*償却後年間NOI＝年間NOI－減価償却費（年額）

なお、減価償却費は、再開発前については2020年7月期（第26期）及び2021年1月期（第27期）の実績の合計、再開発後については耐用年数に応じた定額法の償却率により計算した想定額を用いています。以下同じです。
**継続的利益超過分配の実施については、本投資法人の投資主総会の承認に基づく本投資法人の規約の変更が必要となるところ、本書の日付現在、本投資法人は継続的利益超過分配の実施について決定しておらず、また、かかる規約変更のた

めの投資主総会の招集についても決定しておりません。本書に記載された継続的利益超過分配考慮後NOI利回りについては、本書の日付現在における検証を元にした参考値であり、その実現を保証するものではありません。以下同じです。
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